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 道路－3－1

１．事業の概要 

（１）都城志布志道路の概要及び整備効果 
都城志布志道路は、都城市を起点に曽於市を経由して志布志市に至る延

長約 40 ㎞の自動車専用道路である。 

本道路は、九州縦貫自動車道宮崎線の都城 IC と物流拠点である中核国

際港湾志布志港を結ぶ産業や観光の基幹ルートである。また、都城市街地

の交通混雑緩和、沿道環境改善、交通安全性の向上等に寄与する重要な道

路である。 

なお、都城志布志道路は現在までに末吉 IC～有明北 IC（L=8.0 ㎞）を暫

定２車線で供用中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都城志布志道路位置図 
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都城市の農業産出額は全国２位であり、畜産の産出額は全国１位となっている。 

志布志港では、家畜の餌となる飼料の取扱貨物量が９割以上を占め、配合飼料出

荷量は年々増加している。また、５割以上が都城地域・曽於地域へ運ばれている。 
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効果１ 地域産業の支援 

■農業産出額（全国上位 5位） ■畜産の産出額（全国上位 5位） 

出典）生産農業所得統計（H18 年）出典）生産農業所得統計（H18 年）

■志布志港からの配合飼料出荷量の推移

出典）志布志市資料

＜外貿＞ 

■品種別取扱貨物量（志布志港）

輸入
3,230千ﾄﾝ

98.7％

輸出
43千ﾄﾝ
1.3％

とうもろこし
50.5％

動物性
製造脂肥料

20.5％

その他雑穀
9.9％

麦 8.3％

その他農産品
3.6％

その他 5.8％ 産業機械 0.5％
紙パルプ 0.3％
ゴム製品 0.1％
その他 0.4％

3,273
千トン

飼料
９割以上

出典）港湾統計（H19 年）

全国 
第２位 

全国
第１位

志布志港付近（志布志市志布志町） 

1.9倍 
(H20/H12)

■志布志港からの輸送状況（志布志港付近）

事業採択 
（H12） 

1.2倍 
(H20/H12)

■志布志港からの配合飼料の輸送先
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都城市の畜産農家の多くは、市北部に位置し、志布志港から輸送される配合飼料

を仕入れている（ほぼ 10 割）。都城志布志道路の整備により、輸送先までの所要時

間が短縮されることで、輸送コストの低減が図られる。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

整備前
（Ｈ１７）

整備後
（Ｈ４２）

燃料費 人件費

3,100円

2,300円

約62分

約41分

0 20 40 60 80

整備前
（Ｈ１７）

整備後
（Ｈ４２）

（分）

■地域の声 

・志布志港から飼料を輸送している企業にとって、

都城志布志道路の開通によるメリットは大きい。 

（都城貨物事業協同組合）

※1 都城道路は 70km/h、都城志布志道路(五十町 IC 以南)は

60km/h、それ以外の道路は H17 道路交通センサス平日

旅行速度を用いて所要時間を算出。 

※2 所要時間は都城志布志道路全体の効果。 

■都城 IC～志布志港間の整備前後のルート

※1 都城道路は 70km/h、都城志布志道路(五十町 IC 以南)は 60km/h、

それ以外の道路は H17 道路交通センサス平日旅行速度を用いて所

要時間を算出。 

※2 所要時間は都城志布志道路全体の効果。 

■整備前後の所要時間の変化 

約２１分
短縮

出典）H17 道路交通センサス

約３割
低減

出典）(財)日本エネルギー経済研究所・石油情

報センター(H21.11 現在)、平成 21 年度

公共工事設計労務単価(基準額) 

■１台あたりの輸送コスト 

（都城IC～志布志港間対象）

※ディーゼル普通貨物車の燃料消費量推計式
（土木研究センター資料）により算出。 
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都城市・三股町・曽於市・志布志市の３市１町は、地域間の通勤通学流動が増加

傾向にある。また、都城市・曽於市以外に二次救急医療施設がなく、重篤患者の発

生に備えた地域間の連携が必要となっている。 

平成２１年４月に、都城市は「都城市定住自立圏中心市宣言」を行い、圏域内（都

城市・三股町・曽於市・志布志市）の交流やネットワークを構築する施策を講じる

こととなり、平成２１年１０月６日に３市１町で定住自立圏形成の協定を締結した。 

都城志布志道路の整備により３市１町のアクセス性が向上し、就業・教育・医療

などの面で、圏域内の交流・連携が強化される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

曽於市から都城市郡医師会病院への患者数

1,934 1,906 1,990

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

（人）

約３％増
（H19/H17）

志布志市から都城市郡医師会病院への患者数

359

511

629

0

200

400

600

800

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

（人）

約７５％増
（H19/H17）

＜都城市における定住自立圏構想＞ 

広域的なネットワークの強化などにより都城市を中心に、三股町、鹿児島県曽於市、志

布志市の３市１町が連携・協力し、圏域全体の活性化を図る。 

＜宣言における都城市の取組み＞

■生活機能強化のための取組み 

◆医療：広域救急医療体制の整

備・充実 

■結びつきやネットワークの強化の

ための取組み 

◆道路等の交通インフラの整備 

：地域高規格道路「都城志布志

道路」整備促進 

■圏域マネジメント能力の強化のた

めの取組み 

◆宣言中心市等における人材の育

成 

◆圏域内市町村の職員等の交流 

◆その他圏域マネジメント能力の

強化に係る連携 

効果２ 地域間交流の支援 
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出典）都城市定住自立圏中心市宣言/H21.4/都城市
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宮崎県の県外観光客の約８割、鹿児島県の約５割が、自動車（自家用車・バス）

を交通手段としている。 

都城志布志道路の整備により、県南地域と大隈半島が接続されるとともに、東九

州道と一体となって環状ネットワークを形成することで観光活動の活性化が期待

される。 
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鹿児島県
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航空機

鉄道

船舶

宮崎県観光入り込み客
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鹿児島県観光入り込み客
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■主要観光施設位置図 

効果３ 観光活動の支援 

出典）H19 宮崎県観光動向調査結果（宮崎県 HP）

自自動動車車利利用用約約８８割割  

出典）H19 宮崎県観光動向調査結果（宮崎県 HP）

自自動動車車利利用用約約５５割割  

１．１倍
(H19/H12)

１．０倍
(H19/H12)

事業採択 
（H12） 

事業採択 
（H12） 

都城市【関之尾滝】 鹿屋市【かのやばら園】 串間市【都井岬】 

県外 県内
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■県外観光客の交通機関分担（宮崎県）
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（３）都城道路の概要 
都城道路は、都城志布志道路の一部を構成する延長 13.4 ㎞の自動車専

用道路である。平成 12 年度事業着手した乙房 IC～五十町 IC 間の 7.7 ㎞が

今回の事業評価対象となる。 

本道路は、都城市市街地の交通混雑の緩和や、九州縦貫道や東九州道や

物流拠点である志布志港と連結しアクセス性の向上による都城・志布志地

域の地域振興に資するものである。 
 

○計画諸元 

事 業 名：国道 10 号 都城道路 

起 点：自） 都 城 市
みやこのじょうし

乙 房 町
おとぼうちょう

 

終 点：至） 都 城 市
みやこのじょうし

五十町
ごじっちょう

 

延 長：7.7km 

幅 員：20.5m 

（暫定 2車線：10.5m） 

道 路 規 格：第 1種第 3級 

設 計 速 度：80km/h（自動車専用道路） 

車 線 数：4車線（暫定 2車線） 

 

 
 

年次 事業実施項目 
平成１２年 事業化 
平成１３年 一部、用地買収着手【乙房ＩＣ(仮称)～南横市ＩＣ(仮称)】 
平成１５年 用地買収着手【平塚ＩＣ(仮称)～五十町ＩＣ(仮称)】 
平成１８年 工事着手【平塚ＩＣ(仮称)～五十町ＩＣ(仮称)】 
平成１９年 用地買収着手【南横市ＩＣ(仮称)～平塚ＩＣ(仮称)】 

 
 
 
 

下り 上り
(暫定供用)

20.5(10.5)

1.75 7.0 3.0 7.0 1.75

下り 上り
(暫定供用)

1.75 7.0 3.0 7.0 1.75

20.5(10.5)

■国道１０号 都城道路 事業経緯

■国道１０号 都城道路 標準横断図（単位：ｍ） 
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○一般部 ○橋梁部 
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２．事業の必要性 

（１）事業を巡る社会情勢の変化 

１）市町村合併状況 

平成１８年１月に山田町、高崎町、高城町、山之口町の４町が都城市と合併

し、総人口約１７万人の都城市が誕生した。この市町村合併により地域間連携

が望まれる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）住民基本台帳（都城市ＨＰ）

※1 (  )内の数値は人口(H21.10.1 現在)

※2 市町村合併状況は 2006.1.1 時点 

■市町村合併状況 

都城市 

(平成18年1月合併) 
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２）人口動向 

都城市の人口は事業採択時とほぼ同じである。また都城市の高齢化率は事業

採択時と同様に宮崎県や九州平均より高い状況にある。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

H12 H17 H21

高
齢
化
率

都城市　25.7％
(3.6ポイント増加)

宮崎県　24.9％
(4.3ポイント増加)

九州　23.8％
(3.9ポイント増加)

市町村 H12年 H17年 H21年
都城市 22.0% 24.6% 25.7%
宮崎県 20.7% 23.5% 24.9%
九州 19.9% 22.4% 23.8%

市町村 H12年 H17年 H21年
都城市 171,812 170,955 171,560
宮崎県 1,170,007 1,153,042 1,155,844
九州 13,445,561 13,352,934 13,287,179

市町村 H12年 H17年 H21年
都城市 1.00 1.00 1.00
宮崎県 1.00 0.99 0.99
九州 1.00 0.99 0.99

0.96

0.98

1.00

1.02

H12 H17 H21

九州　0.99
(約1,329万人)

宮崎県　0.99
(約116万人)

都城市　1.00
(約17万人)

位置図 

※（ ）内は、H21 年の人口

人
口
の
伸
び
（
Ｈ
１２
を
1.0
と
し
た
時
の
伸
び
率
） 

■人口の推移 

◆人口(人) ◆人口の伸び(Ｈ12 年を 1.0 とした伸び率) 

注）都城市：H18.1 の合併後(山之口町、高城町、山田町、高崎町の 4 町含む)の都城市を示す。

■高齢化率（65 歳以上人口）の推移 

※数値は、H21 年の高齢化率 

 （ ）内は、H12 年と H21 年の高齢化率の変化 

◆高齢化率 

出典）H12、H17：国勢調査 

H21：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（H21.3.31 現在）

事業採択 
（H12） 

事業採択
（H12） 

出典）H12、H17：国勢調査 

H21：住民基本台帳に基づく人口、人口動態

及び世帯数（H21.3.31 現在） 
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３）自動車保有台数の推移 

都城市における自動車保有台数（対平成１２年）は、年々増加傾向にある。

また、世帯あたりの自動車保有台数は、事業採択時と同様に宮崎県や九州平均

よりも高い状況となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

1.40

1.60

1.80

2.00

2.20

H12 H17 H20

九州　１．６６台/世帯

(約５３２万世帯)

都城市　２．０１台/世帯

(約７万世帯)

宮崎県　１．９０台/世帯

(約４６万世帯)

0.95

1.00

1.05

1.10

H12 H17 H20

九州　１．０８
(約８８４万台)

都城市　１．０７
(約１４万台)

宮崎県　１．０８
(約８８万台)

自
動
車
保
有
台
数
の
伸
び 

（
Ｈ
１
２
年
を
1.0
と
し
た
時
の
伸
び
率
） 

注）都城市：H18.1 の合併後(山之口町、高城町、山田町、高崎町の 4 町含む)の都城市を示す。

※数値は H12 年を 1.0 とした時の伸び率、（ ）内は H20 年の自動車保有台数 

出典）H12、H17、H20 年：市区町村別自動車保有車両数、市区町村別軽自動車車両数 

位置図 

■自動車保有台数の推移 

■一世帯当たりの自動車保有台数の推移 

一
世
帯
当
た
り
の
自
動
車
保
有
台
数 

(台/世帯) 

出典）世帯数：国勢調査、統計からみた都城 2008、各県 HP(推計人口)

◆自動車保有台数(台) ◆自動車保有台数の伸び(H2 年を 1.0 とした伸び率) 

◆世帯数(世帯) ◆一世帯当たりの自動車保有台数(台/世帯) 

事業採択
（H12） 

事業採択 
（H12） 

※数値は H20 年の世帯あたりの自動車保有台数、（ ）内は H20 年の世帯数 

H12 H17 H20
都城市 130,607 138,699 140,777
宮崎県 819,801 867,022 879,018
九州 8,184,782 8,693,505 8,836,470

H12 H17 H20
都城市 1.00 1.06 1.08
宮崎県 1.00 1.06 1.07
九州 1.00 1.06 1.08

H12 H17 H20
都城市 65,659 68,272 70,070
宮崎県 439,012 451,208 463,111
九州 4,997,557 5,164,018 5,323,024

H12 H17 H20
都城市 1.99 2.03 2.01
宮崎県 1.87 1.92 1.90
九州 1.64 1.68 1.66
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64.9%

75.5%

17.6%

13.2%

7.9%

5.6%

4.6%

2.5%

0.6%

1.4% 1.4%

0.7%

1.1%

1.0%

1.0%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H2

H12

 自家用車  自転車  徒歩だけ  オートバイ

 乗合バス  勤め先･学校のバス  鉄道･電車  その他

４）通勤通学状況の推移 

旧都城市への通勤通学圏は 1 市 6 町であリ、三股町・曽於市からは事業採択

時と比べ通勤通学者数が増加している。また、交通手段は自家用車が約８割を占

めている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）平成 12 年、平成 17 年国勢調査

赤：通勤・通学者数が増加(対 H12 比) 
青：通勤・通学者数が減少(対 H12 比) 

単位：人/日（H12→H17） ※( )内は対 H12 の伸び 

：平成 12 年、平成 17 年時点での通勤通学圏 

■旧都城市への通勤通学の推移（H12 年⇒H17 年）

注）現在の都城市は、旧山田町・旧高崎町・旧高城町・旧山之口町 

の４町と合併している。 

※通勤通学圏とは、「通勤圏：各市町村の総就業者数に占める拠点都市への通勤者数の割合が 5％以上とな
る市町村から構成された圏域（国勢調査参照）」を参考とした通勤通学を対象とした圏域 

出典）平成 2 年、平成 12 年国勢調査 

１０．６％増加 

※通勤通学時の利用交通手段は 10 年毎の調査であるため、H17 年のデータはない。 

自家用車

■旧都城市への通勤・通学時の自家用車利用率の推移（H2 年⇒H12 年） 
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５）医療体制 
都城北諸県医療圏の救急告示病院・夜間急患センターは都城市中心市街地に

立地している。 

人口１万人あたりの医師数や病院数など日常（一次）の医療面を見ても、周

辺の三股町や都城市合併前の旧町の医療サービス水準は低く、都城市は医療面で

も重要な拠点となっていることが伺える。 

「都城広域定住自立圏」（３市１町（都城市、三股町、曽於市、志布志市）：

Ｈ２１協定）では、広域救急医療体制の整備・充実を図るにあたり、医療圏を越

えた医療連携体制づくりを取り組むこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都城北諸県医療圏の医療施設数・医師数および都城市消防本部管内の搬送者数 

■救急医療施設の配置状況 

出典）宮崎県保健医療計画（2003.12.11）

出典）施設数・医師数：H17 衛生統計年報(宮崎県) 

搬送者数：都城市資料 

注）数値は各町から都城市 

(合併前)の搬送者数（H20） 
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都城市消防局管内の搬送件数は年間 6,431 人（平成 20 年実績）であり、平成

12 年に比べ 1.3 倍に増加している。特に管外搬送者数は、年間 281 人（平成 20

年実績）であり、平成 12 年に比べ 1.2 倍に増加している。定住自立圏構想を踏

まえ、医療圏を越えた広域救急医療体制の整備・充実が必要である。 
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(43)

0
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200

300

400

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

宮崎大学医学部附属病院
県立宮崎病院
その他（人）

258

318

281

306

282

247239235235

(4902)
(5107) (5161)

(5826) (5778)
(6064) (5951) (6120) (6150)

(235)
(235) (239)

(247) (258)

(282) (306)
(318) (281)

0

2000

4000

6000

8000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

管内搬送 管外搬送（人）

6036

6438643162576346
6073

54005342
5137

１．２倍
(H20/H12)

■管外搬送の状況 

出典）都城市消防局提供資料

■救急搬送者数の推移 ■管外搬送者数の推移 

※その他は園田病院(小林市)、宮崎社会保険病院(宮

崎市)、国民健康保険高原病院(高原町)など。 
出典）都城市消防局提供資料

１．３倍
(H20/H12)

出典）都城市消防局提供資料

事業採択
（H12） 

事業採択 
（H12） 
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６）交通量の推移 

都城道路の並行区間（国道 10 号）の交通量は、平成 11 年と比較すると 1.1

～1.2 倍に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

並行区間 国道 10 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26,803
23,877

0

10,000

20,000

30,000

40,000

Ｈ11 Ｈ17

交
通

量
（
台
/
日
）

10,695
8,727

0

10,000

20,000

30,000

40,000

Ｈ11 Ｈ17

交
通

量
（
台
/
日
）

■交通量の推移 

出典）H17 道路交通センサス

【①上町】 【②五十町】 

増加（1.1 倍）

増加（1.2 倍）

事業採択 
（H12） 

※日交通量は、12 時間交通量に昼夜率を乗じて算出 

事業採択 
（H12） 
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（２）事業の効果・必要性 
 
 
 

環状道路機能を持つバイパス整備により、国道 10 号や(主)都城霧島公園線の交

通量が都城道路へと転換し、都城市街地部の交通混雑緩和が図られる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

36.8

13.0

0

10

20

30

40

整備前
（H20）

整備後
（H42）

（万人・時間/年）

約23分

約11分

0 10 20 30

整備前
〔国道10号〕

（H17）

整備後
〔都城道路〕

（H42）

（分）

26,803

15,442

28,450

18,58718,538

13,835

0

10,000

20,000

30,000

国道10号 （主）都城霧島公園線

H17 H42（整備なし） H42（整備あり）（台／日）

0.95
1.19

1.01

1.43

0.66

1.07

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

国道10号 （主）都城霧島公園線

H17 H42（整備なし） H42（整備あり）

■交通量の変化 

（現道区間）

■位置図・所要時間の変化（都城 IC～五十町 IC）

出典）H17 道路交通ｾﾝｻｽ、交通量推計結果 

約約６６割割 
削削減減 

出典）交通量推計結果、 
渋滞損失時間 H20 暫定値

効果１ 交通混雑の緩和 

■混雑度の変化 

（現道区間）

■並行区間(国道10号)の

渋滞損失時間の変化

出典）H17 道路交通ｾﾝｻｽ、交通量推計結果 

平江交差点付近

 約１２分 
短縮 

※1 都城道路は 70km/h、それ以外の道路は H17 道路交通センサス平日旅行速度を用いて所要時間を算出。 

※2 所要時間は都城道路(Ⅱ期)の効果も含む。 
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約３割減少 
（対H17） 約１割減少 

（対H17） 約３割減少
（対H17） 

約１割減少
（対H17） 

中町交差点付近
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都城道路の整備により、三次医療施設である宮崎大学医学部附属病院（救急搬送

者数：43 人(平成 20 年実績)）までは、53 分→41 分（12 分の時間短縮）で搬送す

ることが可能となり、安全・安心な暮しの実現に寄与する。 

また救急搬送においては、時間短縮効果に加え揺れや振動も抑えられ、患者の安

静な搬送が期待される。 
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経過時間（分）

死
亡
率

（
％

）

5

53

41

0

20

40

60

80

整備前（H17） 整備後（H42）

（分）

効果２ 救急医療活動の支援 

■都城市から管外への搬送経路及び搬送者数（H20 年）

■整備前後での所要時間の変化 ■カーラーの救急曲線（多量出血）

 約１２分 
短縮 

都城道路整備前 約９２％ 

都城道路整備後 約７９％ 

約４１分 約５３分 

 救命率 
１３％UP

出典）H17 道路交通センサス

※1 都城道路は 70km/h、高速は指定最高速度、それ以外は H17 道路交通センサス平日旅行速度を用いて所要時間を算出。 
※2 所要時間は都城道路(Ⅱ期)の効果も含む。 
※3 救急搬送者数は都城市消防局管内から宮崎大学医学部附属病院への搬送者数。 

※1 都城道路は 70km/h、高速は指定最高速度、それ以外は H17 道路交通センサス平日旅行速度を用いて所要時間を算出。 
※2 所要時間は都城道路(Ⅱ期)の効果も含む。 
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都城道路に並行する国道 10 号の騒音レベルは、都城道路の供用前は環境基準を

超過（昼間：71dB、夜間：66dB）している。 

都城道路全線供用後（予測値）には、国道 10 号を利用している交通が都城道路

に転換することにより、環境基準を満足（昼間：69dB、夜間：64dB）することが予

測される。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5,901

 
10,102

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

整備前
（H20）

整備後
（H42）
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整備前（H20） 整備後（H42）
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環境
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効果３ 沿道環境の改善 

■調査ポイント位置図 

■国道 10 号の交通量の変化 

出典）H20環境センサス、交通量推計結果

■騒音レベルの変化 

 
都城道路
整備により
交通量が

転換 

出典）交通量推計結果

 環境基準
を達成

 環境基準
を達成 
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都城道路と並行する国道10号の死傷事故率は九州平均(51.8件／億台キロ)を大

きく上回っており、特に市街地部では死傷事故率の高い区間が集中する傾向にある。

当該区間の事故特性としては、追突事故が最も多く、特に、市街地部（DID）では

追突事故の割合が高いことから、交通事故が交通混雑に起因していることが予想さ

れる。 

都城道路の整備により、現道の交通量が転換することで、交通混雑が緩和され、

交通安全性の向上が期待される。 
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九州平均（H18）：51.8（件/億台キロ）

効果４ 交通安全性の向上 

■国道 10 号の死傷事故率 

■国道 10 号の事故類型 ■国道 10 号の死傷事故の推移（現況値）

※図中の数値は死傷事故率  出典）交通事故統合データベース（H19）

■国道 10 号の死傷事故の変化 

正面衝突
1.0%

その他
8.4%

横断中
3.1%

すれ違い時
0.1%

出会い頭
13.1%

右左折時
14.5%

追突
59.8%

追突 
約６０％

出典）交通事故統合データベース（H19）

出典）交通事故統合データベース、交通量推計結果

約７割 
減少 

＜都城道路並行区間＞ 

＜ＤＩＤ＞ 

追突
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出典）交通事故統合データベース
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約６２％

約５割
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＜都城道路並行区間＞ 

＜都城道路並行区間＞ 
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緊急輸送路に指定されている国道 10 号の甲斐元地区では、過去に台風等の豪雨

時に道路が冠水し、通行止めになっており、大きな被害が発生している。 

本事業により、甲斐元地区の冠水時に迂回ルートが確保される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果５ リダンダンシーの確保 

甲斐元交差点冠水状況 (H16.8.30) 救助活動状況(H16.8.30) 

出典）都城市提供資料
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（３）事業の投資効果 
１）事業の目的 

国道１０号都城道路は、九州縦貫自動車道宮崎線と結びつくことにより、広域的な

交通利便性の確保、都城地域の産業の発展、ならびに都城市中心部の交通混雑緩和、

交通安全の確保、沿道環境の改善等に寄与する道路である。 
 

２）費用便益効果分析結果【残事業】 
①便 益 

 
走行時間 

短縮便益 

走行経費 

減少便益 

交通事故 

減少便益 
合 計 

基準年 平成２１年度 

供用年 平成２４年度 

初年便益 4.1 億円 0.95 億円 0.48 億円 5.5 億円 

基準年における現在価値（Ｂ） 298 億円 84 億円 57 億円 439 億円 

②費 用 
 事業費 維持管理費 合 計 

基準年 平成２１年度 

単純合計 139 億円 39 億円 178 億円 

基準年における現在価値（Ｃ） 108 億円 13 億円 121 億円 

③評価指標の算定結果（残事業区間） 
費用便益比（ＣＢＲ） Ｂ／Ｃ ＝ ３．６ 

注）費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 
 

３）費用便益効果分析結果【全事業】 
①便 益 

 
走行時間 

短縮便益 

走行経費 

減少便益 

交通事故 

減少便益 
合 計 

基準年 平成２１年度 

供用年 平成２４年度 

初年便益 4.1 億円 0.95 億円 0.48 億円 5.5 億円 

基準年における現在価値（Ｂ） 298 億円 84 億円 57 億円 439 億円 

②費 用 
 事業費 維持管理費 合 計 

基準年 平成２１年度 

単純合計 241 億円 39 億円 280 億円 

基準年における現在価値（Ｃ） 215 億円 13 億円 229 億円 

③評価指標の算定結果（全事業区間） 
費用便益比（ＣＢＲ） Ｂ／Ｃ ＝ １．９ 

注）費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 
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（４）事業の進捗状況 
１）対象区間の事業経緯 

年  次 事 業 実 施 項 目 

平成 ６年 地域高規格道路の計画路線に指定 

平成 ８年 調査区間に指定 

平成１０年 整備区間に指定 

平成１１年 環境影響評価書の広告・縦覧 

都市計画決定 

平成１２年 事業化 

平成１３年 一部、用地買収着手【乙房ＩＣ（仮称）～南横市ＩＣ（仮称）】 

平成１５年 用地買収着手【平塚ＩＣ（仮称）～五十町ＩＣ（仮称）】 

平成１８年 工事着手【平塚ＩＣ（仮称）～五十町ＩＣ（仮称）】 

平成１９年 用地買収着手【南横市ＩＣ（仮称）～平塚ＩＣ（仮称）】 

 
２）対象区間の事業進捗状況 
  全体事業費 H20 年度末進捗 進捗率 

事業費 約２５０億円 約８６億円 約３４％ 

うち用地補償費 約１１１億円 約４２億円 約３８％ 
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３．事業の進捗の見込み 

（１）今後の事業の見通し 
国道 10 号都城道路の平成 20 年度末の事業進捗率は、事業費ベースで約

34％であり、そのうち用地進捗率は約 38％に達している。 

今後は、早期供用に向けて、引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。 

 

（２）地域の協力体制 

 １）期成会等 
名称 主な構成メンバー 活動内容 

都城志布志道路建設促進会議 会長  都城市長 

副会長 志布志市長 

副会長 曽於市長 

理事  都城市議会議長 

    志布志市議会議長 

    曽於市議会議長 

監事  志布志市議会産業建

設常任委員会長 

    曽於市議会建設経済 

常任委員会委員長 

都城志布志道路の建設を促進するこ

とを目的として、関係機関に対し、積

極的な要望活動を実施。 

平成 18 年度 5 月 16 日 総会 

      10 月 16 日 地整要望 

      10 月 30 日 本省要望 

平成 19 年度 5 月 25 日 総会 

      10 月 23 日 本省要望 

      10 月 26 日 地整要望 

平成 20 年度 5 月 30 日 総会 

       7 月 16 日 地整要望 

       7 月 25 日 本省要望 

都城志布志道路早期完成 
促進民間協議会 

会長  都城商工会議所会頭 平成 21 年度 7 月 22 日 設立 

 
 ２）協力体制 

事業進捗にあたっては、都城市の担当課に地元窓口を設置するなど、地

元や関係機関との協力体制も確立しており、円滑な事業執行が可能である。 

 
組織名 業務内容 

都城市役所土木部都市計画課 地元対応及び地域情報窓口 
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（３）環境・景観への取り組み状況 

環境影響評価（平成１１年５月）では、計画路線周辺にコアジサシやエ

ビネ等の重要な動植物が確認されているものの、生育・生息環境に対する

影響は少なく、供用に伴う環境保全目標は満足する結果となっている。 

なお、工事実施中の環境保全対策としては、低騒音機械等の使用による

対策を図っていく。 

また、道路法面部の緑化対策などについては、景観行政団体である都城

市や地元の方々の意見等を踏まえながら、周辺環境と調和した整備を行う

予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画路線周辺で確認された主な重要種 

（動物） 
  ハイタカ 
  ハヤブサ 
  コアジサシ 
  チュウサギ 
  セイタカシギ 
（植物） 
  エビネ ※現地調査時撮影 ※現地調査時撮影 

▼コアジサシ ▼エビネ 

法面部の緑化対策事例 

※宮崎県施工区間（五十町ＩＣ～今町ＩＣ）の事例
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４．コスト縮減や代替案の立案等 

（１）コスト縮減 
当面２車線整備に必要な事業費に見直す。（３０６億円→２５０億円） 

事業実施にあたっては、構造形式の見直し等を実施し、新技術・新工法

の積極的活用、建設副産物対策などにより、着実なコスト縮減を図るとと

もに、早期供用による事業執行の時間的コストの低減に向け、計画的・重

点的な整備により効率性の向上を図る。 

［具体的な取組状況］ 
 

１）交差点構造の変更によるコスト縮減 

五十町インターチェンジの交差点構造の見直しにより、本線ＢＯＸ

の延長の縮小を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）代替案の立案 
現道の沿道市街地の形成状況から、現道拡幅は現実的では無い。 

集中する交通の分散・緩和を図るため、主要道路からのアクセスを確保

し、市街地部の交通を転換する環状道路機能を持つバイパスが必要である。 

地形条件、コントロールポイント、利便性、経済性等を総合的に勘案し、

現ルートが最適である。 

Ｂ
Ｏ
Ｘ
延
長
を
縮
小 

ＢＯＸ延長 Ｌ＝４６ｍ ＢＯＸ延長 Ｌ＝３４ｍ 
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５．対応方針（原案） 

[事 業 継 続] 

国道１０号都城道路は、九州縦貫自動車道宮崎線の都城ＩＣと物流拠点で

ある中核国際港湾志布志港を結び、観光や産業活動を支援するとともに、都

城市街地部の交通混雑の緩和や沿道環境の改善、交通安全性の向上等に寄与

する重要な路線である。 

現在までの事業進捗率は、事業費ベースで約３４％であるが、地元自治体

などからの早期完成を求める声は強く、また、積極的な整備促進要望や協力

体制も確立しており、今後も円滑な事業執行は可能であることから、当該事

業区間の暫定供用に向けて事業を継続することとしたい。 

なお、４車線化（完成）の整備を行う必要が生じたと判断される場合には、

新たな事業評価を実施し、その妥当性について検証を行う。 
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巻末資料 
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様式－２

費用便益分析の結果

路線名 事業名 延長 事業種別
現拡・ＢＰ・そ

の他の別

国道10号 都城道路 7.7km 地域高規格 ＢＰ

計画交通量
(台/日)

車線数 事業主体

17,700～22,400 2 九州地方整備局

① 費　用

事　業　費 維持管理費 合　　計

基 準 年 平成21年度

単純合計 241億円 39億円 280億円 

うち残事業分 139億円 39億円 178億円 

基準年における
現在価値 (Ｃ)

215億円 13億円 229億円 

うち残事業分 108億円 13億円 121億円 

② 便　益

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

合　　計

基 準 年 平成21年度

供 用 年 平成24年度

単年便益
（初年便益）

4.1億円 0.95億円 0.48億円 5.5億円 

基準年における
現在価値 (Ｂ)

298億円 84億円 57億円 439億円 

うち残事業分 298億円 84億円 57億円 439億円 
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③ 結　果

注）費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

④ 感 度 分 析 （残事業を対象）

変動要因 基準値 変動ケース

交通量 17,700～22,400 ±１０％

事業費 139億円 ±１０％

事業期間 10年 ±２０％

費用便益比（事業全体） 1.9

費用便益比（Ｂ／Ｃ）

3.0 ～ 4.1

経済的内部収益率（事業全体） 7.4%

費用便益比（残事業） 3.6

経済的純現在価値（残事業） 318億円

3.3 ～ 4.0

3.3 ～ 3.9

経済的純現在価値（事業全体） 211億円

経済的内部収益率（残事業） 14%
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交通状況の変化

事業名：都城道路（事業全体）

（推計時点    Ｈ４２年）

交通量※1 [台/日]

走行時間※２ [分]

走行時間費用※3 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

走行時間費用 [億円/年]

走行時間短縮便益 [億円/年]

※１：　当該道路内の平均値または代表的な値を記載する。

※２：　配分計算結果を用いる場合と当該道路の代表的な速度から算出する場合がある。　

※３：　費用便益分析マニュアルに従い車種別、区間別に算出したものの合計値である。

※４：　当該事業により大きな変化が生じる道路について３～５路線程度以内で記載する。

※５：　②主な周辺道路における交通量の予測地点は、事業全体と残事業で同地点において設定する。

12,700

14
②主な周

辺道路※4

19

9,500

国道10号
：12.2km

国道269
号
：10.1km

(県)飯野
松山都城
線
：7.7km

(主)御池
都城線
：4.3km

(主)都城
霧島公園
線
：7.6km

①新設・改築道路
［都城道路］

：7.7km

合計：4,307.8km

③その他道路合計
：4,258.2km

4,506

4,677

走行時間費用
整備なし(A)

様式－３①

74

12,700

16

整備あり(B)整備なし(A)

19,400

25

7.0

14,600

21

4,500

12,300

15

走行時間短縮便益
(A - B)

7.0

4,655

走行時間費用
整備あり(B)

7.4

33

47

19

13 8.0

6,700

12 12

14,300

19

31 27

11,300

14

34

21,700

16

12,500
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269

10

222
269

10

国　道

国 　道

国　道

国　道

国　道

主な周辺道路
国道１０号

都城道路
延長 = 7.7km

主な周辺道路
(主)都城霧島

公園線

主な周辺道路
国道269号

主な周辺道路
(県)飯野松山

都城線

主な周辺道路
(主)御池都城線
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交通状況の変化

事業名：都城道路（残事業）

（推計時点    Ｈ４２年）

交通量※1 [台/日]

走行時間※２ [分]

走行時間費用※3 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

走行時間費用 [億円/年]

走行時間短縮便益 [億円/年]

※１：　当該道路内の平均値または代表的な値を記載する。

※２：　配分計算結果を用いる場合と当該道路の代表的な速度から算出する場合がある。　

※３：　費用便益分析マニュアルに従い車種別、区間別に算出したものの合計値である。

※４：　当該事業により大きな変化が生じる道路について３～５路線程度以内で記載する。

※５：　②主な周辺道路における交通量の予測地点は、事業全体と残事業で同地点において設定する。

31 27

11,300

14

34

21,700

16

12,500

33

47

19

13 8.0

6,700

12 12

14,300

19

14,600

21

4,500

12,300

15

走行時間短縮便益
(A - B)

7.0

4,655

走行時間費用
整備あり(B)

7.4

様式－３①

74

12,700

16

整備あり(B)整備なし(A)

19,400

25

7.0

合計：4,307.8km

③その他道路合計
：4,258.2km

4,506

4,677

走行時間費用
整備なし(A)

国道10号
：12.2km

国道269
号
：10.1km

(県)飯野
松山都城
線
：7.7km

(主)御池
都城線
：4.3km

(主)都城
霧島公園
線
：7.6km

①新設・改築道路
［都城道路］

：7.7km

12,700

14
②主な周

辺道路※4

19

9,500
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269

10

222
269

10

国　道

国 　道

国　道

国　道

国　道

主な周辺道路
国道１０号

都城道路
延長 = 7.7km

主な周辺道路
(主)都城霧島

公園線

主な周辺道路
国道269号

主な周辺道路
(県)飯野松山

都城線

主な周辺道路
(主)御池都城線
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様式－３②

費用便益分析の条件

事業名： 都城道路

（２）
項目 チェック欄

費用便益分析マニュアル

（平成２０年１１月　国土交通省　道路局　都市・地域整備局）

その他 □

分析対象期間 50年間

社会的割引率 4%

基準年次 平成21年

１時点のみ推計 □（　　）
複数時点での推計 ■（H17，H42）

整備の有無それぞれで交通流を推計 ■

整備の有無のいずれかのみ推計 □ 有　　　□ 無
いずれかのみの推計とした理由を記載

道路交通センサスをベースとした自動車ＯＤ表

（三段階推定法）

パーソントリップ調査をベースとした自動車ＯＤ表

（四段階推定法）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

交 　　　無 ■

通 　　　有 □

流 考慮した開発交通量（トリップ数） （　　）台ﾄﾘｯﾌﾟ/日

推 考慮した理由を記載

計

Ｑ－Ｖ式を用いた配分 □

転換率式を用いた配分 □

Ｑ－Ｖ式と転換率式の併用による配分 ■

均衡配分（リンクパフォーマンス関数を用いた配分） □

簡易手法 □

小規模事業である □

山間部海岸部で併行道路が少ない □

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
簡易手法の考え方（将来交通量の設定方法等）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

各回の配分終了時の速度を交通量でウェイト付け

して設定
採用理由を記載

最終配分の速度 □
採用理由を記載

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

■

交通量が、交通容量（Ｑmax～Ｑmin）以上の路線、交通容量程度の路線などが混
在した配分結果となっているため、費用便益算出においては、速度差の生ずる「加
重平均速度」を用いた。速度設定の

考え方

■

■
（Ｈ17センサス）

□

簡易手法の
採択理由

有の場合のみ

いずれかのみ
の推計の場合

交通流の
推計時点

算出マニュアル

分析の基本的事項

推計に用いた
ＯＤ表

配分交通量の
推計手法

開発交通量の
考慮

推計の状況



 道路－3－36

事業名： 都城道路

（３）
項目 チェック欄

考慮しない ■

考慮する □

面的に考慮 □

対象路線のみ考慮 □

採用した休日係数 （　　　）　％
休日係数を考慮した理由および採用した休日係数の考え方を記載

考慮しない ■

考慮する □

採用した通行止め日数 （　　　）　日

とり止め交通を考慮する □
とり止め交通を考慮しない場合はその理由、考慮した場合はその考え方を記載

考慮しない ■

考慮する □

採用した冬期日数 （　　　）　日
採用した冬期日数の考え方を記載

冬期の走行速度と交通容量の関係
設定の考え方を記載

■

□

費用便益分析マニュアルの値を使用 ■

独自に設定した値を使用 □
　算出根拠を添付すること

費用便益分析マニュアルの値を使用 ■

独自に設定した値を使用 □
　算出根拠を添付すること

中央分離帯の有無を考慮 □

中央分離帯の有無を考慮しない ■

考慮しない ■

考慮する □
　（考慮の場合、算出根拠を添付すること）

その他

考慮する
場合のみ

休日交通の
影響

ブロック別・車種別走行台キロの伸び率による設定

その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

交通流推計の
時点以外の
便益の算定

考慮する
場合のみ

採用した通行止め日数の考え方を記載

冬期交通の
影響 考慮する

場合のみ
便
益
の
算
定

災害等による
通行止めの

影響

走行時間短縮・走
行経費減少・交通
事故減少以外の便

益

車種別時間
価値原単位

車種別走行
経費原単位

交通事故減少
便益算定
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事業名： 都城道路

（４）
項目 チェック欄

詳細事業計画による値を採用 ■

標準投資パターンを採用 □

費 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

用 維持管理費の設定根拠を記載

の 過去5年間（H15～H19）において九州地整にて執行した維持管理費に関する費用の平均

算 積雪地域または寒冷地域である □

定 その他

４．その他

維持管理費

雪寒費

事業費



 道路－3－38

様式－４

費用の現在価値算定表
維持管理費の単純単価の算出(消費税相当額含む)

箇所名：国道10号 都城道路 （事業全体） 単価(億円) 延長(㎞) 単純価値(億円)

0.12 7.7 0.92
割戻率 GDP 事業費（億円） 維持管理費（億円）

年次  年度 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ 単純価値 現在価値 単純価値 現在価値
-13年目 H 11 1.4802 101.3 0.87 1.2
-12年目 H 12 1.4233 99.7 0.80 1.0
-11年目 H 13 1.3686 98.4 1.8 2.3
-10年目 H 14 1.3159 96.6 0.59 0.73
-9年目 H 15 1.2653 95.4 2.8 3.4
-8年目 H 16 1.2167 94.4 4.9 5.7
-7年目 H 17 1.1699 93.2 6.3 7.2
-6年目 H 18 1.1249 92.5 15 16
-5年目 H 19 1.0816 91.7 21 23
-4年目 H 20 1.0400 91.4 29 30
-3年目 H 21 1.0000 91.4 19 19
-2年目 H 22 0.9615 91.4 14 14
-1年目 H 23 0.9246 91.4 14 13

供用開始年次 H 24 0.8890 91.4 14 13 0.22 0.20
1年目 H 25 0.8548 91.4 14 12 0.22 0.19
2年目 H 26 0.8219 91.4 14 12 0.22 0.18
3年目 H 27 0.7903 91.4 14 11 0.22 0.17
4年目 H 28 0.7599 91.4 14 11 0.22 0.17
5年目 H 29 0.7307 91.4 14 10 0.22 0.16
6年目 H 30 0.7026 91.4 14 10 0.22 0.15
7年目 H 31 0.6756 91.4 12 7.9 0.22 0.15
8年目 H 32 0.6496 91.4 0.88 0.57
9年目 H 33 0.6246 91.4 0.88 0.55
10年目 H 34 0.6006 91.4 0.88 0.53
11年目 H 35 0.5775 91.4 0.88 0.51
12年目 H 36 0.5553 91.4 0.88 0.49
13年目 H 37 0.5339 91.4 0.88 0.47
14年目 H 38 0.5134 91.4 0.88 0.45
15年目 H 39 0.4936 91.4 0.88 0.43
16年目 H 40 0.4746 91.4 0.88 0.42
17年目 H 41 0.4564 91.4 0.88 0.40
18年目 H 42 0.4388 91.4 0.88 0.39
19年目 H 43 0.4220 91.4 0.88 0.37
20年目 H 44 0.4057 91.4 0.88 0.36
21年目 H 45 0.3901 91.4 0.88 0.34
22年目 H 46 0.3751 91.4 0.88 0.33
23年目 H 47 0.3607 91.4 0.88 0.32
24年目 H 48 0.3468 91.4 0.88 0.31
25年目 H 49 0.3335 91.4 0.88 0.29
26年目 H 50 0.3207 91.4 0.88 0.28
27年目 H 51 0.3083 91.4 0.88 0.27
28年目 H 52 0.2965 91.4 0.88 0.26
29年目 H 53 0.2851 91.4 0.88 0.25
30年目 H 54 0.2741 91.4 0.88 0.24
31年目 H 55 0.2636 91.4 0.88 0.23
32年目 H 56 0.2534 91.4 0.88 0.22
33年目 H 57 0.2437 91.4 0.88 0.21
34年目 H 58 0.2343 91.4 0.88 0.21
35年目 H 59 0.2253 91.4 0.88 0.20
36年目 H 60 0.2166 91.4 0.88 0.19
37年目 H 61 0.2083 91.4 0.88 0.18
38年目 H 62 0.2003 91.4 0.88 0.18
39年目 H 63 0.1926 91.4 0.88 0.17
40年目 H 64 0.1852 91.4 0.88 0.16
41年目 H 65 0.1780 91.4 0.88 0.16
42年目 H 66 0.1712 91.4 0.88 0.15
43年目 H 67 0.1646 91.4 0.88 0.14
44年目 H 68 0.1583 91.4 0.88 0.14
45年目 H 69 0.1522 91.4 0.88 0.13
46年目 H 70 0.1463 91.4 0.88 0.13
47年目 H 71 0.1407 91.4 0.88 0.12
48年目 H 72 0.1353 91.4 0.88 0.12
49年目 H 73 0.1301 91.4 -61 -7.9 0.88 0.11

  合　計 180 215 39 13

単純事業費計 241 39

注１）事業費の投資パターンは、費用便益分析の計算条件として設定した標準的な投資パターンであり、
　　　必ずしも全体の予算制約等を踏まえたものではない。
　　　このため、毎年度の予算の状況や、用地・工事の進捗により、実際の事業展開とは異なることがある。
　　　（投資パターンの変化による費用便益分析結果への影響等については、再評価及び事後評価として
　　　評価を実施。）
注２）評価対象期間最終年において、用地残存価値（割引後の用地費）を控除している。



 道路－3－39

様式－４

費用の現在価値算定表
維持管理費の単純単価の算出(消費税相当額含む)

箇所名：国道10号 都城道路 （残事業） 単価(億円) 延長(㎞) 単純価値(億円)

0.12 7.7 0.92
割戻率 GDP 事業費（億円） 維持管理費（億円）

年次  年度 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ 単純価値 現在価値 単純価値 現在価値
-2年目 H 22 0.9615 91.4 14 14
-1年目 H 23 0.9246 91.4 14 13

供用開始年次 H 24 0.8890 91.4 14 13 0.22 0.20
1年目 H 25 0.8548 91.4 14 12 0.22 0.19
2年目 H 26 0.8219 91.4 14 12 0.22 0.18
3年目 H 27 0.7903 91.4 14 11 0.22 0.17
4年目 H 28 0.7599 91.4 14 11 0.22 0.17
5年目 H 29 0.7307 91.4 14 10 0.22 0.16
6年目 H 30 0.7026 91.4 14 10 0.22 0.15
7年目 H 31 0.6756 91.4 12 7.9 0.22 0.15
8年目 H 32 0.6496 91.4 0.88 0.57
9年目 H 33 0.6246 91.4 0.88 0.55
10年目 H 34 0.6006 91.4 0.88 0.53
11年目 H 35 0.5775 91.4 0.88 0.51
12年目 H 36 0.5553 91.4 0.88 0.49
13年目 H 37 0.5339 91.4 0.88 0.47
14年目 H 38 0.5134 91.4 0.88 0.45
15年目 H 39 0.4936 91.4 0.88 0.43
16年目 H 40 0.4746 91.4 0.88 0.42
17年目 H 41 0.4564 91.4 0.88 0.40
18年目 H 42 0.4388 91.4 0.88 0.39
19年目 H 43 0.4220 91.4 0.88 0.37
20年目 H 44 0.4057 91.4 0.88 0.36
21年目 H 45 0.3901 91.4 0.88 0.34
22年目 H 46 0.3751 91.4 0.88 0.33
23年目 H 47 0.3607 91.4 0.88 0.32
24年目 H 48 0.3468 91.4 0.88 0.31
25年目 H 49 0.3335 91.4 0.88 0.29
26年目 H 50 0.3207 91.4 0.88 0.28
27年目 H 51 0.3083 91.4 0.88 0.27
28年目 H 52 0.2965 91.4 0.88 0.26
29年目 H 53 0.2851 91.4 0.88 0.25
30年目 H 54 0.2741 91.4 0.88 0.24
31年目 H 55 0.2636 91.4 0.88 0.23
32年目 H 56 0.2534 91.4 0.88 0.22
33年目 H 57 0.2437 91.4 0.88 0.21
34年目 H 58 0.2343 91.4 0.88 0.21
35年目 H 59 0.2253 91.4 0.88 0.20
36年目 H 60 0.2166 91.4 0.88 0.19
37年目 H 61 0.2083 91.4 0.88 0.18
38年目 H 62 0.2003 91.4 0.88 0.18
39年目 H 63 0.1926 91.4 0.88 0.17
40年目 H 64 0.1852 91.4 0.88 0.16
41年目 H 65 0.1780 91.4 0.88 0.16
42年目 H 66 0.1712 91.4 0.88 0.15
43年目 H 67 0.1646 91.4 0.88 0.14
44年目 H 68 0.1583 91.4 0.88 0.14
45年目 H 69 0.1522 91.4 0.88 0.13
46年目 H 70 0.1463 91.4 0.88 0.13
47年目 H 71 0.1407 91.4 0.88 0.12
48年目 H 72 0.1353 91.4 0.88 0.12
49年目 H 73 0.1301 91.4 -41 -5.3 0.88 0.11

  合　計 99 108 39 13

単純事業費計 139 39

注１）事業費の投資パターンは、費用便益分析の計算条件として設定した標準的な投資パターンであり、
　　　必ずしも全体の予算制約等を踏まえたものではない。
　　　このため、毎年度の予算の状況や、用地・工事の進捗により、実際の事業展開とは異なることがある。
　　　（投資パターンの変化による費用便益分析結果への影響等については、再評価及び事後評価として
　　　評価を実施。）
注２）評価対象期間最終年において、用地残存価値（割引後の用地費）を控除している。
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